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図－１ 林業信用保証の引受額・残高及び件数
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１ 制度発足以来の変遷

昭和38(1963)年に本制度が発足してから20年間は、保証残高が毎年着実に
増加。保証残高のピークは、昭和57(1982)年の811億円。これまで保証残高
は、景気動向に左右されながら好景気時には減少し、景気後退の局面や不況
時には増加する傾向で推移。現在は景気回復基調が継続しており、保証残高
は減少傾向。

林業信用保証制度は、林業者、製材業者等のセーフティネットとして、景況
が悪化し金融機関からの融資が滞った時や事業者の資産が少なく信用が乏し
い時にその役割を発揮する制度。

充実しつつある森林資源を有効に活用し、山村地域の持続的な発展を図
る上で、林業者等の事業規模の拡大、意欲と能力のある経営者を育成する
ことが課題となっているが、その動きは一部の地域に留まっており、今後、林
業信用保証の利用拡大を通じ、林業者等の活動を促進することは政策的に
も重要。特に、政策効果の高度発揮の観点から、制度資金に係る保証利用
を積極的に推進。
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図－２ 資金別の保証残高の推移
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２ 最近10年間の動向

最近の保証残高は、リーマンショック後の経済対策、東日本震災対策により
平成23(2011)年度がピークとなっており、その後全体的に減少傾向で推移。平
成23(2011)年度と29(2017)年度の保証残高を比べると、総計で56％に減少して
いる中で、特にＦＳ保証、震災対策については約定償還に伴い28％に大きく減
少。

ＦＳ保証など保証残高が減少している利用者に対しては、制度資金等の負
担感の少ない資金を紹介するなど、継続的な利用の要請が必要。

また、これまで利用者の不満の多かった出資金について、昨年の基金法改
正により出資金の払戻しが可能となったことは、林業信用保証の利用促進を
図る上でも大きな効果が期待。
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３ 制度資金の利用動向

制度資金の主体である木材産業等高度化推進資金は、昭和54(1979)年度に
制度創設以来、林業信用保証事業の中でも大きな位置を占めており、平成
6(1994)年度末では、保証残高の総額611億円のうち64％が推進資金の保証。
その後、一般資金は平衡して推移してきたが、推進資金は大幅に減少。

推進資金 H6末 391億円 → H29末 112億円(71%減)

推進資金以外の資金 H6末 220億円 → H29末 240億円(9%増)

総 計 H6末 611億円 → H29末 351億円(43%減)

6

木材産業等高度化推進資金

国と都道府県が低利で金融機関に資金を供給し、金融機関はこれを原資の一部とし
て、当該資金の2倍、3倍又は4倍の資金を、林業者等に運転資金として貸し付ける資
金。基準金利は1.00％～1.60％。保証付きの場合は0.60％～1.20％。
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４ 木材産業等高度化推進資金の活用

低金利政策が続く中で、平均貸出金利をみると地方銀行は1～1.5％程度、信
用金庫は2％程度に低下しているのに対し、平成29(2017)年度の林業信用保
証の資金別の平均保証料率は、0.5～1.4％であり、保証利用者にとって保証
料の負担は融資を受ける際の重要な判断材料の一つ。

保証利用者の負担軽減は推進資金の活用が有効。保証付きの場合の推
進資金については、低い基準金利が適用されることとなったことを積極的に
周知。（通常の推進資金の金利 1.00～1.60％ → 保証付き推進資金の金利 0.60～1.20％）

推進資金の保証料率は一般資金の50％又は75％に設定しており、利用者
にとっての出来上がり金利（貸出金利＋保証料率）は、地方銀行や信用金庫
のプロパー融資と同等のレベル。

また、保証料率が一般資金よりも低く、金融機関の貸付金利が任意に対応
できる合理化資金の利用を促進。
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図－５ 木材産業等高度化推進資金に関するアンケート調査結果（H28(2016).8） 資料：林野庁
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平成28(2016)年度に林野庁が実施した推進資金に関するアンケート調査で
は、利用促進に向けた課題として、金融機関からは、① 手続きが煩雑（28%）
② 合理化計画の策定が困難（19%） ③ 貸付実行されるまで時間がかかる
（15%） など、事務手続き上の課題が多く出されたところ。

また、事業体からは、① 借入の必要がなくなった（37%） ② 手続きが煩雑
（12%） ③ 保証料率が高い（11%） などの意見があったほか、これまで利用
していない理由は、制度自体を知らない（42%）が多数。

金融機関から要請の強い推進資金の利用に係る事務手続きの煩雑さ、合
理化計画の作成が困難との意見に対して、都道府県と連携しながら金融機
関の担当者や林業者等への制度資金等の説明会の開催、合理化計画作成
に向けた個別指導等を積極的に実施。また、林野庁と相談しながら利用者に
とってより簡便で使い勝手の良い運用の改善を検討。

基金の窓口となっている金融機関の担当者とは、定期的に情報交換を行う
など継続的な関係を維持し、林業者等を連携して支援。
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５ 林業・木材産業改善資金

林業・木材産業改善資金に転貸制度を導入している都道府県は20県と少な
く、平成29(2017)年度の転貸実績は274百万円。改善資金全体に占める転貸
の割合は金額ベースで28％と低く保証利用は停滞。

転貸方式を導入していない都道府県に対して、平成32(2020)年度から施行
される改正民法により第三者保証人が制限され債権管理が難しくなることを
伝えつつ、林野庁と連携して転貸方式の導入に向けた検討を強く要請。ま
た、将来性評価による創業者等への支援策として改善資金の活用を検討。
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林業・木材産業改善資金
新たな事業部門の開始、林産物の新たな生産・販売方式の導入等に対し、都道府県

が無利子で貸し付ける資金。

改善資金の貸付方式
改善資金には、都道府県が直接林業者等に貸し付ける「直貸方式」と、都道府県が

原資を融資機関に貸し付けたものを、融資機関が林業者等に貸し付ける「転貸方式」
がある。転貸方式は、信用基金の債務保証を利用できるが、導入されていない都道
府県がある。
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図－７ 出力規模別の製材工場数の推移

小規模工場

75kw未満

（2千m3未満）

中規模工場

75～300kw未満

（2千～1万m3未満）

大規模工場

300kw以上

（1万m3以上）

大規模工場の素材

消費量の割合

70％

18％

13注：Kwは出力規模、m3は年間素材消費量。

（年）



６ 製材業の動向

我が国の製材工場は、出力規模75kw未満（年間素材消費量2千m3未満）の
小規模工場を主体に毎年減少し、平成29(2017)年の製材工場数は5000工場
を下回り、昭和50(1975)年の2割に激減。一方、300kw以上（1万m3以上）の大
型工場の割合が高まっており、平成29(2017)年度の素材消費量の7割を消費。

素材消費量の大半を占める大型工場の保証を確保することが有効と考えら
れるが、国産材消費量の上位20社のうち林業信用保証の利用先は８社のみ。

大規模な事業者であっても、更なる規模拡大や生産性の向上を図るために
は、既存の与信枠を超える資金の確保が必要となることから、大型工場に対
しては、役職員が計画的に訪問し今後の資金調達等について意見交換を行
い、制度資金や林業信用保証の利用を要請。

また、大型工場に素材を供給している素材生産グループ等への普及啓発
を進め、大型工場を単位とした川上、川中、川下の林業者等との関係を強化
し、資金需要に積極的に対応。
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図－８ 素材生産業に関するアンケｰト調査結果（H27(2015).9） 資料：農林漁業信用基金
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７ 素材生産事業体の動向

平成27(2015)年度に基金が行った素材生産事業体への意向調査では、5割
の事業体が今後生産量を増産する意向であり、増産に必要な資金の調達方
法としては、信用保証機関を利用した借入、金融機関から借入、自己資金がそ
れぞれ3割程度。林業機械の更新、導入等に設備投資を行うとの回答が約6
割。そのための資金調達先については、①金融機関借入、②自己資金、③
リース方式がほぼ同じ割合。

今後、全国的に人工林の伐採、再造林が本格化する中で、素材生産事業
体は林業信用保証先として重要な対象。

特に、意欲と能力の高い経営者の育成を図る観点から、新たに林業に取り
組もうとする林業者等を含め、事業規模は小さくても意欲のある林業者等を
積極的に支援。

このため、林業信用保証の利用拡大を図る上で効果的な地域を優先して、
都道府県と連携して、制度資金、林業信用保証に係る研修会の開催や林業
者等への普及啓発を計画的に推進。また、製材工場、原木市場と密接に関
係して活動している事業体グループへの普及活動を強化。
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図-９ 林業信用保証残高順位別の占有率と平均金利（平成29(2017)年度）
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８ 林業信用保証の現状

平成29(2017)年度末の林業保証残高のうち、大口保証先上位200社の保証
残高が全体の7割を占めている状況。

5千万円以上の大口の保証利用先のうち、最近、保証の継続的な利用をや
めた17社の理由は、

① 利用者の業況が改善した結果、低金利のプロパー融資への借換
② 融資機関の競争に伴う他行プロパー融資への借換
③ 融資機関の協調により低金利プロパー資金への転換
④ 業況が良好になり金利負担軽減のための繰上償還

等であり、大半が金利負担を軽減するための対応。

プロパー融資への借換が可能となった利用先は、当基金の保証利用を通
じて業況が安定し信用力が高まった者と考えられるが、引き続き事業規模の
拡大や事業内容の改善等のニーズを把握し的確に対応するため、保証残高
5千万円以上の大口の保証先に対し、現地訪問、電話等により毎年1回以上
は情報収集するとともに、最終弁済日の6ヶ月前には取扱金融機関を通じて
ニーズを把握。

また、都道府県、相談員等を通じて、事業規模の拡大、生産性の向上、新
商品の開発等に意欲的に取り組んでいる中小規模の事業者の動きやニーズ
を把握し、具体的な支援方策を検討。
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９ 都道府県別の動向

昭和54(1979)年度から平成29(2017)年度にまでの40年間に、秋田、長野、岐
阜、静岡、三重、奈良、島根、愛媛、高知等では、保証残高の減少が目立つ
が、これらの県は素材生産を行う事業体や10齢級以上の人工林が多いことか
ら、今後林業生産活動が活発になることが期待。

森林資源状況、素材生産体制等から、今後、林業生産活動が活発になると
見込まれる地域を絞り込み、重点的に林業信用保証制度の普及活動を展
開。

また、実施に当たっては、都道府県幹部、担当部局と密接に連携しながら、
地域の林業事情や林業者等の動向、林業信用保証が低迷している理由を把
握した上で、地域の林業者等や金融機関の支店等への普及活動を実施。
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10 森林管理局・署への対応

地域の林業事業体と密接な関係にある森林管理局・署を通じて、林業信用
保証制度の普及を図ることは有効な手段と考えられるが、昨年度、出張の際
に訪れた森林管理局署は5局署に留まっており、国有林との連携を強化するこ
とが必要。

地方出張の際には、できるだけ森林管理局・署を訪問し、林業信用保証制
度の理解増進を図り、国有林野事業に関係する事業体等への普及に協力を
要請するほか、林業事業体等を集めた研修会等へ当基金の職員が出席し説
明する機会を確保。
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11 新たな保証商品の開発

林業事業体、製材業者、金融機関のニーズを把握するため、意向調査等を
実施し、林業信用保証の利用促進に向けた方策の再考、ニーズに応じた新
たな保証商品を開発。



12 実行体制

林業信用保証の利用拡大に向けては、林業部門全体で取り組む体制を構築
することが必要。特に、平成31（2019）年度からは森林経営管理法に基づく林
業経営の発達改善を支援する業務が追加されることから、保証課の実行体制
を充実。

今後、計画的に地域関係者へ林業信用保証等の普及促進を図るためには、
役員及び林業部門全職員が手分けしながら具体的に行動。

このため、

① 林業信用保証の利用拡大に向けた行動計画の作成

② 林業信用保証の利用促進を図る上で効果的な地域の選定

③ 行動計画の実行

④ 行動結果を踏まえた課題の抽出

⑤ 行動計画の見直し

を繰り返しながら林業信用保証制度の充実、制度資金に係る保証利用を促
進。
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